
  

五   勤労者の生活状態
(一)   概 観

一 勤労者の生活状態は,二八年もひぎつづき好転し,前年につづき家計収入,消費支出,家計収支のすべての
面にわたつて改善がみとめられた。これを,国民所得の面でとらえても,二八年は二七年にくらべその増加
率が若干下廻つてはいるが,それでもかなりの増加を示し,勤労所得では,毎月勤労統計による賃金の増加率
を上廻る増加をみせ,国民所得構成における勤労所得の比率は二七年にくらべ更に若干の増加となつた。

二 まず,卸売物価は,二八年は対前年一・四%高と二七年の対前年二・〇%高を幾分下廻る上昇率であつた
が,年内の動きでは,二七年の下落傾向とは逆に上昇傾向をたどり,とくに消費財物価は,二七年の対前年
一・〇%高から二八年は対前年三・五%高と綜合をかなり上廻つた上昇率を示している。

消費着物価も,冷害,風水害の影響或いは公定料金の引上げなどによつて,二八年は二七年の横這いから上昇
傾向に転じ,年間平均としては二七年の対前年五・〇%高をややこえて,六・六%(全都市)の上昇となつた
(第一一三表参照)。

三 右のような物価の動きに対して,一方,総理府統計局調の家計調査による家計収入では,「世帯主の勤め
先収入」は賃金でみたような傾向をうけて,二三・二%増とかなり大巾な増加を示し,「その他世帯員の勤
労収入」や「内職収入」等もそれぞれ増加を示したので,これらを合せた実収入としても,二七年に比し二
五・〇%の増加となつた。

そのため,消費支出も,二七年にくらべ二三・〇%増となり,この消費支出を消費者物価で除した,いわゆる
消費水準(実質家計費)は,二七年にくらべ一五・四%の向上と家計の黒字率も二七年の四・〇%から五・
一%へと好転する結果となつた(第一一三表参照)。

第113表 勤労者生活関係諸指標の動き
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第33図 勤労者生活水準主要指標の動き
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このように,二八年中の勤労者生活は,全般的にみて,かなり向上したといえるのであるが,次にはこれらの
点につきやや詳細に検討してみよう。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和28年 労働経済の分析



  

五   勤労者の生活状態
(二)   消費者物価の動向
(1)   卸売物価の動向

四 まず,消費者物価を規定する卸売物価の動向についてみると,二八年は二七年にくらべて一・四%の上昇
をみた。これは,二七年の二・〇%上昇に比すれば若干鈍い上昇率であるが,年間の推移では,二七年が,二
六年一二月の戦前(九～一一年平均=一)に対する三五六倍から毎月下落して一二月には三四二倍と三・
九%の下落を示したのに対し二八年は,二七年一二月の三四二倍から一進一退しつつもジリ高傾向をたど
り一〇月以降は戦後最高記録を更新しつつ一二月には三六一倍の高水準に達し,前年一二月に比し五・
四%の上昇となつた(第一一四表参照)。

五 これを,生産財,消費財別にみると,生産財では,前年に比し○・一%の下落であるのに対し,消費財では
三・五%の上昇となつており,これを,二七年において生産財が対前年二・六%の上昇,消費財が一・〇%の
上昇であつた のにくらべると,その関係は逆転している。

第114表 卸売物価の動き
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とくに,年間消費財の上昇傾向は生産財に比し,かなり急激で,二七年一二月に消費財は対戦前三二二倍の水
準にあつたのが,五月以降風水害,冷害等の影響を受けて,毎月漸騰し,一二月には一二四八倍に達し,前年一
二月に比し八・三%の上昇となつた(第一一四表参照)。

六 卸売品目中消費に関係の深いとみられるものの物価を項目別にみると,建築材料を筆頭に,食用農産物,
「その他食料品」,燃料がそれぞれ上昇しているのに対し,一方繊維品をはじめその他の項目では三・三%
の下落となつている。

七 しかし,繊維品は,二七年の二〇・三%の大巾下落と比較すればその下落傾向は著しく鈍化し,とくに年
内の動きとしては,むしろ大体一貫して上昇している。これは,いわゆる二七年来の消費需要の旺盛と二八
年に入つてからの輸出の堅調,さらに二八年度下半期の繊維原料の輸入外貨割当削限の予想に伴う思惑及
び二七年来の操短の影響等の諸要因がからみあつたためである。

第115表 項目別卸売物価の動き
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八 また,最も上昇の著しかつた建築材料は,一月の対戦前三七六倍から六月の微落を除き毎月一貫してかな
り大巾なと昇傾向をたどつている。とくに下半期以降の上昇には顕著なものがあつて,一二月には四七五
倍となつているが,これは森林法による伐材制限と水害による需要増及び生産県における水害等が影響し
ている(第一一五表参照)。

このように,消費財関係物価が生産財関係物価とは逆に年内ほぼ一貫して上昇したことは,消費者物価の上
昇に少からぬ影響を与えた。
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五   勤労者の生活状態
(二)   消費者物価の動向
(2)   消費者物価の動向

九 つぎに,消費者物価の動向についてみると,前述の卸売物価の動向とほぼ似かよつた動きがみとめられ
た。すなわち,二六年基準の綜合指数で,二八年は一一一・九と二七年を六・六％上廻つている。

年間の動きでは,年初の一〇七・一以後各月上昇をつづけ,一〇月には二七・一と二六年以来の最高水準に
達したが,その後一一月,一二月はほぼ横這いで推移した。

このような年間の動きは,二七年が年内ほぼ一貫して横這い傾向を持続したのと,かなり異つた傾向を辿つ
たことを示すものである(第一一六表参照)。

一〇 つぎに,費目別指数についてみると,まず光熱が最高の上昇率を示して,対前年一二・二%上昇となつ
ているが,これは二七年一一月のガス料金の改訂,年間を通しての薪炭類の値上り等に起因している。つい
で主食が対前年一〇・五%高となつており,これは,年初における主食の公価改訂(精米一〇キロ,六二二〇
円から六八〇円,外米一〇キロ,五五五円から五八〇円)があつたこと及び三,四月以降の闇米の値上り傾向,
秋には水害と冷害とによりさらに闇米価が上昇したこと等に起因している。

第116表 消費者物価の動き
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一一 また,主食と同一の上昇率を示した住居は二七年一二月の家賃の統制価格の改訂(主要都市平均で約六
割の引上げ)や,建築材料等の値上りがあつたことが,その上昇の主因であつた。(第一一六表参照)。

一二 さらに,雑費も対前年九・二%高と,かなりの上昇となつているが,これは主として年初から一貫して
みられた料金関係の価格改訂によりもたらされたものである。

(注)この料金価格の引上げを東京についてみると,一月運賃,理髪料,二月入浴料,三月新聞,雑誌代,四月授業
科等の引上げがあり五月以降でも映画電話料及びかさねての理髪料及び雑誌代の引上があつた。

第34図 卸売物価と消費者物価の月別動き
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一三 つぎに非主食は対前年二・八%上昇となつているが,年間の動きでは,上半期はほぼ横這い,七月以降
になるに及んで,天候異変や水害等の影響でジリ高傾向となり,一〇月では六月の約一割高にまで達し,それ
以降は下落をみせている。

第35図 費目別消費者物価の動き

第117表 戦前基準消費者物価指数の動き
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第118表 料金関係物価の戦前戦後の比較

一四 最後に,被服についてみると,項目中唯一の下落(対前年○・四%減)を示している。しかし,これも二七
年が対前年一四・五%の下落を示したのにくらべれば,その下落率が鈍化し,かつ,二七年が全体として下落
歩調であつたのに,二八年は年間の動きとしては,むしろ上昇傾向を持続した(第一一六表参照)。

一五 ここで,二八年の物価水準を戦前基準消費者物価指数(東京)によつて入ると,戦前の二八六倍に達して
いる。費目別では被服の三九五倍が最高で,ついで食料関係の三三八倍,さらに雑費の二五三倍となつてい
るが,これらはいずれも家計支出中高い割合を占めている関係上,家計への影響度はかなり大きい(第一一七
表参照)。

第119表 消費者物価地域差の動き
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(注)なお,日銀資料によつて,二八年一二月の公定料金関係の戦前倍率(昭和八年基準)をみると,第一一八表
のごとく,ラジオ,水道,電燈,鉄道運賃等いずれも一五〇倍以内の低い倍率に止まつていることが目立つて
いる。しかし一方理髪料の五三三倍,郵便代の三三三倍,入浴料の三〇〇倍等かなりの騰貴倍率を示してい
るものもあることも看過できない(第一一八表参照)。
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五   勤労者の生活状態
(二)   消費者物価の動向
(3)   消費者物価の地域差の状況

一六 つぎに消費者物価の地域差を総理府統計局資料(二六年迄は消費者物価地域差指数,二七年,二八年比
較は小売物価地域差指数)によつて入ると1その格差は,戦後経済の回復に伴つて,年をおうごとに縮少を示
してきている。

そしてこの傾向は二七年から二八年にかけてもみられるところであるが,ただ冷害の影響をうけた一部都
市の人は,これと別の動きを示している(第一一九表参照)。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況

一七 さて前述のような物価動向のもとで,勤労者世帯の家計は,本年どのように推移したであろうか。

これを,総理府統計局の家計調査(F・I・E・S)によつてみていくことにしよう。 
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(1)   家計収入の動き

一八 まず,勤労者の収入の動きであるか,全都市勤労者世帯の「世帯主勤め先収入」は二七年より二三・
二%のかなりの増加となつた。これは,毎月勤労統計による常用労働者の調査産業総数の現金給与総額が
一六・〇%の増加を示したのにくらべれば,若干上廻つた増加率となつている(第一二〇表参照)。

第120表 実収入の動き

これを年内の動きについてみると,年初はかなりの増加を示したが,秋ごろよりやや鈍化の傾向がみられ
た。

一九 臨時収入は,二七年にひきつづき二八年もかなり増加し,上半期の世帯主の臨時収入は,二七年同期の
二倍弱の水準にまで達し,下期でも同じく前年同期の一・五倍強の増加となつている。とくに一二月の臨
時収入は,一八,七六四円で定期収入の九〇・四%(前年同期七四・六%)とかなり高い割合を示したことが
注目される(第一二一表参照)。
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二〇 つぎに,世帯主以外の収入についてみると,世帯員収入,内職収入ともに,「世帯主の勤め先収入」の増
加率を上廻る増加率を示している。

なお,「勤労収入以外の実収入」についても二七年の三割以上の増加となつている。以上の結果,勤労者世
帯の実収入は二六,〇二五円と二七年を二五・O%上廻つた水準に達した(第一二〇表参照)。

第121表 世帯主勤め先収入の動き

第122表 実収入構成の戦前戦後の比較

二一 つぎに,東京勤労者世帯について戦後の実収入構成を戦前と比較すると,逐年その構成は戦前に近づき
つつあるが,二八年においてもなお世帯主収入の地位の低下がみとめられると同時に,「その他の実収入」
比率も半減しており,反面「その他の勤労収入」の比重が増加している。これらは調査対象の相異による
誤差等も考慮しなければならないが,一応戦前戦後の家計収入構造の変化を示すものといえよう(第一二二
表参照)。

二二 ここで,減税が家計収入に及ぼした響影をみると,二八年一月の減税の影響で勤労者世帯の可処分所得
の割合は前年よりも増加した。すなわち,二八年一月の減税は,基礎控除五万円から六万円に引とげられ,勤
労控除も最高三万円から四万五千円とされ,さらに,扶養控除も三人まで一人当り二万円であつたものが,最
初の扶養親族については三万五千円と新たな区分が設けられた。また,税率については従前は八万円未満
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二〇%,八万円超一二万円未満二・五%となつていたのが,改訂で新たに二万円未満一五%という区分が設
けられ,さらに七万周未満二〇%,七万円超一二万円未満二五%となつた。

二三 そのため,先にみたごとく年間世帯主収入がかなり増加しているので,勤労所得税の絶対額としては,
二七年よりむしろ上廻つたが,収入に対する割合としては減少し,これが二八年の生活向上の一因となつた
ことは疑いない。

二四 最後に,以上の二八年の収入水準を経済審議庁資料によつて戦前(九～一一年平均)と比較すると,東京
勤労者世帯の実収入は,戦前の二九二倍,実質水準としても一〇一・九と約二%上廻つた水準に達してい
る。

しかし,この間における租税の増加分を考慮すれば,実際の可処分所得の水準としては,未だ戦前の水準に達
していないと推定される。すなわち,戦前の負担費は実収入の僅か○・八%にすぎなかつたが,二八年は一
〇・二%にのぼつている(第一二四表参照)
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(2)   家計収支

二五 つぎに家計収支の過不足状況を入ると,前述のような実収入の二五・〇%増に対して,実支出の増加は
二三・五%であつたため,その過不足額では黒字率五・一%と二七年の黒字率四・〇%を上廻つた(第一一
三表参照)。

二六 収支過不足の年間の動きをみると,おおむね,年央では黒字率が高かつたが,下半期に向うにしたがつ
て漸次縮少し,一〇,一一月には若干の赤字を示すにいたつている。

しかし,これには大なり小なり季節的なものが相当含まれている。

二七 なお,勤労収入と実支出の過不足状況をみると,二七年まで戦後各年とも赤字であつたものが,二八年
には,僅かながら黒字を示すにいたつている。これは多分に臨時収入の増加に起因するもので,平月では依
然大部分の月が,勤労収入だけで実支出を完全に賄うまでにはいたつていない。

二八 なおここで収支の過不足状況につき,戦前と比較してみると,東京勤労者世帯で,戦前が黒字率九・
〇%を示していたのに対し,二八年はまだ四・四%にとどまつている(第一二四表参照)。

第123表 家計収支過不足の状況

第124表 戦前戦後の実収支過不足率と負担費率の比較
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(注)以上のべた家計収支状況は全調査世帯の平均的数字であり,しかもF・I・E・Sにおいては調査世帯が
毎月1／6ずつ交代しかつ収支過不足には手持現金の増減が含まれていないことなどを注意すべきであ
る。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(3)   消費支出及び消費水準の動向
(イ)   全体の動き

二九 家計収入の顕著な増加をうけて,消費支出も二八年は,大巾に増加した。すなわち,全都市勤労者世帯
の消費支出(五人三〇日換算)は,二八年平均で二二,三五〇円と二七年を二三・〇%上廻つた(第一二五表参
照)。

これを,年内の動きでみると,一片以降ほぼ一貫して増加しているが,秋ごろからは多少上昇率の鈍化傾向が
みうけられる。

三〇 つぎに,二六年基準の消費水準(消費支出を消費者物価で除したもの,いわゆる実質家計費指数)の動き
をみると,二八年は,一三三,〇と二七年を一五・四%上廻つているが,これは,二七年における対前年上昇率
(一五・二%)をやや上廻る上昇率となつている(第一二六表参照)。

第125表 消費支出の動き
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(3)   消費支出及び消費水準の動向
(ロ)   費目別の動き

三一 つぎに消費支出の動きを費目別にみると,二八年において費目中最高の増加率を示したのは,住居賃
(対前年比三七・七％増)で,ついで雑費(同三〇・三%増),光熱(同二二・八%増)被服(同一八・九%増)及び
食料(同一八・三%増)の順となつている(第一二五表参照)。

三ニ このため,費目別割合としては,食料費率(エンゲル係数)が,二八年は四五・〇と二六年,二七年よりも
更に減少し,これに対し二次的消費支出たる雑費及び住居費の比率がやや増大してきている。

一方,被服費率は,一四・二と二七年にくらべ若干減少はしてきているが,二六年よりはやや高くなつてい
る。

以上の消費支出及び消費水準の動きを以下費目別にやや詳細に述べよう(第一二七表参照)。

(注)総理府統計局の家計調査は,二八年一月に修正が行わし,従前品目分類がとらしていたものが,二八年一
月以降は用途分類となつた。このため,二七年以前と二八年との費目別比較はそのままでは不可能であ
る。そこで,本分析においては,二八年一ヵ年間における両分類の費目別格差を用いて,二六,二七両年の品
目分類による支出金額を,用途分類による費目別支出金額に推定修正したものを用いた。したがつて,二六
年基準消費水準指数もこの修正値にもとづいたものである。

第126表 消費水準の動き
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第127表 消費支出構成の動き

第36図 消費者水準の動き
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(3)   消費支出及び消費水準の動向
(ロ)   費目別の動き
(A)   食料の動き

三三 まず,食料の消費水準についてみると,二八年は,二七年を一一・六%上廻つて,二六年基準で一二一・
五に達した。

これを主食,非主食別にみると,主食では,二七年を一〇・九%,非主食では,一二一・七%といずれも一割以
上上廻つた。

とくに,主食では二八年中価格の騰貴が著しかつたにもかかわらず,主食購入の質的向上がみられ,麦類及び
同製品等の購入量が低くなつた反面,米類の購入が高まつている。

三四 非主食についても,その消費内容は,酒,菓子,果実,魚介等どちらかといえば,上級品目の支出が伸び,実
質的な消費水準としてみても,二七年に対し二八年は,酒類では三割増,魚介,菓子及び果実,飲料等は二割増,
肉及び乳卵類は一割増と,二七年にひきつづき改善している(第一二八表参照)。

三五 ここで,厚生省国民栄養調査によつて,東京都一般世帯の成人男子一人一日当り栄養摂取社についてみ
ると,カロリー,蛋白質ともに,ここ二,三年来足踏状態にあり,動物性蛋白質が僅かではあるが増加傾向を維
持している。

第37図 消費支出構成の動き
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これは,一般的にいつて,食生活が量としては一応の標準に到達して,ようやく質的な改善の段階に入つてい
ることを物語るものと考えてよいであろう(第一二九表参照)。

三六 なお,ここでILOの資料により,一人一日当り供給カロリー及び一人一年間当り食料供給量の国際比較
をしてみると,まずカロリーでは,一九五一年～五二年において,日本では,二一三〇カロリーとインドより
は上廻つているが,米国にくらべれば,約三分の二程度にとどまり,また,同じ敗戦国たる西ドイツやイタ
リーよりも下廻つている。しかし,これらの国際比較については,環境,体格等のちがいを考慮する必要があ
る。

三七 また,一人当り年間食糧供給量をみると,一九五一年～五二年においては,日本は穀類では,一五二・七
キロ,と本なりの高水準にある。穀類以外では,肉類の代りに魚介類が多く,また脂肪,牛乳,卵等の食品では,
日本をはじめアジア各国に比しその供給量は少い(第一三〇表及び第一三一表参照)。

第128表 非主食消費の動き
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第129表 栄養摂取量の動き

第130表 一人一日当り食糧供給カロリー

第131表 一人一年間当り食料供給量の国際比較
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(3)   消費支出及び消費水準の動向
(ロ)   費目別の動き
(B)   食料以外の費目の動き

三八 つぎに,食料以外の費目についてみると,まず,被服は前述のごとく,二八年にはその増加率が鈍化して
きているとはいえ,その消費水準は,二六年基準ですでに一八二・五に達しており,二七年に比較し一九・
四%増と住居についで高い上昇率となつている(第一二六表参照)。

三九 これを年内の動きでみると,とくに六月以降臨時収入の増加もあつて,消費支出は増大し,九月,一〇月
と例年以上に被服消費支出が顕著にされたが,一一月には若干の消費増にとどまつて,その消費水準は,はじ
めて前年同月な下廻るといつた結果をみせている。それにしても,二六年以降の被服消費水準の向上が極
めて顕著であり,三年間でほぼ倍近い上昇を示したことは特筆さるべきであろう。

四〇 つぎに光熱についてみると,その消費水準の上昇率は九,五%にとどまつて,費目中最低となつてい
る。しかし,これには電気器具ないし石油コンロの普及化による熱源の転換が反映しているとみられよ
う。

四一 また住居費についてみると,その消費は名目及び実質ともに費目中最大の上昇率となつている。これ
は,衣食の充足が一応の段階に達し,二八年にいたつて従来最も回復がおくれでいた住居とくに家具什器類
に向つて消費支出をさきうる余地が生じてきた結果であろう(第一二五表及び第一二六表参照)。

第132表 住居消費の内容

第133表 雑費消費の内容
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第134表 消費水準の回復状況

すなわち,住居の内容をみると,家具什器への支出が約五割伸び,住居支出増の大部分がこの費目に向けられ
ているが,ただし,住宅そのものは,部分的な住居補修程度にとどまり,基本的な住居条件は依然としてまだ
よくない(二七年の不足戸数約三六〇万戸,及び第一三二表参照)。

四二 最後に雑費についてみると,その消費水準は二六年基準一三一・八と二七年に比し一九・四%の増加
を示し,これを項目別にみると,保険衛生費や修養娯楽費及び煙草等の増加が主となつている(第一二六表及
び第一三三表参照)。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(3)   消費支出及び消費水準の動向
(ハ)   戦前との比較

四三 ここで東京都勤労者世帯について,消費内容ないし消費水準を戦前と比較して入ると,まず,消費水準
では,二八年平均で九四・〇%と戦前に近い水準に回複している(第一三四表参照)。

四四 これを費目別にみると,食糧,光熱,雑費が戦前をこえ,とくに光熱水準は二割以上も上廻つている。

なお食料を主食,非主食別にみると,主食が戦前の約九〇%であるのに対し,非主食で逆に一〇六,九%と一割
近く戦前を上廻つている。これは,戦前の米食中心主義から一部副食への転換が行われ,食生活の構造的変
化が起つていることを示すものであろう。

第38図 昭和28年消費水準の戦前比較

第135表 繊維品の充足状況
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第136表 消費支出費目別構成の戦前戦後の変化

第137表 実質消費支出費目別構成の戦前戦後の比較

しかし,前記のごとく最近における食内容の動きには,再び漸次戦前への復帰傾向が現われてきているよう
にもみえる(第一三四表参照)。
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四五 一方被服は,相当急速な回復を示しているものの,依然として戦前を二割弱下廻る水準にある。

(注)二九年二月に紡績協会が全国の一般世帯について調査した結果によれば,毛製品,綿製品等が他の品目
にくらべ充足世帯の比率が高く,同時に不足世帯の比率も高くなつている(第一三五表参照)。

四六 なお,消費支出の費目別構成について戦前と比較すると,食費率は名目的には,戦前に比し二八年は四
九・一%(勤労者世帯に換算すると,四七・二%)とかなり高いが,戦前と戦後の物価体系の相違を考慮した
いわゆる実質エンゲル係数でみると,第一三七表が示す如く二八年は四一・四(勤労者世帯に換算すると約
三九・九%)でかなり戦前に接近していることが明かとなる。

四七 その他の費目では,住居費が戦前の一八・八%から二八年は五・四%へと四分の一近くも減少してい
ることが注目されるが,これは,戦前の調査世帯が借家世帯のみであつたこと及び戦後の家賃の公定倍率が
かなり低いことなどにもとづいている(第一三六表参照)。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和28年 労働経済の分析



  

五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(4)   世帯種類別の傾向

四八 以上,家計調査における平均的な勤労者世帯の家計状況についてみたが,つぎにこれを各世帯種類別に
みると,それらはかなり違つた動きを示している。ただし,家計調査には,後節でも述べる如く,二,三の問題
点が含まれており,かつ調査規模の面からしても,所得階層別乃至世帯種類別等の分析は,かなり問題があ
る。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(4)   世帯種類別の傾向
(イ)   労職別格差

第138表 労職別世帯主勤労収入

第139表 労職別実収支過不足額及び比率の比較

第140表 世帯人員別世帯主収入
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四九 まず,世帯主勤労収入の動きを労職別に見ると,職員世帯では,二八年平均の勤労収入は,二七年を二
三・五%上廻つている。これに対し,労務者世帯の勤労収入は一九・九%の上昇率で,したがつて職員に対
する労務者の格差は若干拡大している。(第一三八表参照)。

五〇 しかし,これを実収支過不足率でみると,第一三九表のごとく,その改善率及び黒字率はともに労務者
世帯の方がよく,これは,いわゆる履歴傾向を反映したものといえよう。しかし絶対額では,実収支及び黒字
額とも職員世帯の方が多い。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(4)   世帯種類別の傾向
(ロ)   世帯規模別格差

第141表 世帯人員別実収支過不足額及び比率

五一 つぎに世帯人員別にみると,世帯主収入については第一四〇表のごとくであり,また,実収支及びその
過不足状況は第一四一表のごとくである。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(4)   世帯種類別の傾向
(ハ)   世帯主年令別格差

五二 つぎに世帯主の年令階級別で世帯主収入の動きをみると,一般的にいつて,年令階層が高まるにつれ,
収入の増加率も大きいことがみとめられる。すなわち,前年対比では四〇才～四九才階層の増加率(二四・
四%増)が最高である。ただし,五〇才以上になると増加率は逆に逓減傾向がみとめられる(第一四二表参
照)。
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五   勤労者の生活状態
(三)   家計調査からみた勤労者の生活状況
(5)   家計調査における問題点

五三 以上,総理府統計局の家計調査によつて二八年中の勤労者世帯の生活状態についてその推移を述べ
た。しかし,本調査の調査対象となつた勤労者世帯は,必ずしも全労働者の生活状態を的確に反映している
とはいえず,平均してやや高所得層にかたむいているように思われる。

第142表 年令階層別世帯主収入の前年比較

第143表 「家計調査」と「毎勤」の対前年比較
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五四 たとえば,いま二八年における本調査の世帯主収入と毎月勤労統計による製造業平均賃金との対前年
上昇率を比較してみると,第一四三表のごとく九・八ポイントのギヤツプ(調査産業総数とのひらきでは
七・二ポイント)を生じている。

このギヤツプは,主として両調査の調査対象の構成が相違しており,かつ,その構成グループ別(労職,産業,年
令,地城,男女別等)の賃金上昇率が前述の如くかなりの格差をもつていることに起因している。

五五 すなわち,家計調査においては,(イ)労職別では,職員世帯の占める比率が毎勤に比して相対的に高く,
また,(ロ)産業別には公務,サービス,公益事業,金融業等の世帯が多く,(ハ)世帯主年令階級別及び世帯規模別
では,四〇才前後の世帯,すなわち,四～五人世帯の占める比率がかなり高い。しかも,家計調査においては
単身者世帯が全く含まれていない。さらに,(ニ)地域にみても,家計調査は人口五万以上の都市世帯のみで
ある。

このような構成上の特徴は,この調査の結果をして全労働者の平均よりかなり高い数字たらしめている。

第144表 労職別勤労収入比較

第145表 労職別世帯分布の推移
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第146表 産業別世帯分布の推移

第147表 世帯主年令階級別世帯分布の推移
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第148表 世帯人員別世帯分布の推移

(注)なお,これら家計調査の世帯構成が世帯の交替(家計調査においては毎月調査世帯が六分の一ずつ交替
している)の影響などで,少しずつ変化を示してきていることの要因も見逃しえない。いまこの構成の差が
年平均値に及ぼす影響を推定して与ると,第一四五一表～第二四八表の示すように(イ)職員世帯比率の増
加によるもの約一%(二七年労職別ウエイトを用いて算出したもの,以下各項ともこれに準ずる)

第149表 業種別年令階層別世帯主収入上昇率とウエイトの変化
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(ロ)三〇歳以上世帯層の増加によるもの約三・七%(ハ)四～五人世帯の増加によるもの約〇・二%,(ニ)産
業別で金融業等の世帯の増加によるもの約〇・一%となる。

なお,この点について経済審議庁が行つた分析の結果によると,第一四九表のごとくで,このことをうらがき
している。
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五   勤労者の生活状態
(四)   国民所得の面からみた勤労者の生活

五六 以上のように,右の家計調査にもとづく結果がそのまま全労働者の生活状態を代表的に表示している
かどうかについては多少問題になる点もあるので,これを総計的概念としての国民所得統計によつて以下
補足してみよう。

第150表 実質国民所得の推移

第151表 分配国民得の推移
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五   勤労者の生活状態
(四)   国民所得の面からみた勤労者の生活
(1)   国民所得とその配分状況

五七 まず,二八年の分配国民所得をみると,総額五兆八,七八二億円と二七年を一五・五%上廻つた(二七年
の対前年増加率は一七・〇%増)。これを実質国民所得になおしてみても,第一五〇表の示すごとく,戦争直
後の二一年度では戦前の五七・六%にすぎなかつたものが,その後経済の回復とともに上昇し,二六年には
じめて戦前水準を超え,二八年では戦前を三四・〇%上廻るにいたつている。

なお,人口の増加を考慮して一人当り実質国民所得としてみても,二一年度では戦前の五二・四%であつた
ものが,年々著しい発展率をみせ,二八年には遂に戦前を六二一%上廻るにいたつている。

五八 このように著しい国民所得の回復過程にあつて,そのうちの勤労所得は総額の四八・三%に達し,二七
年の四六・四%にくらべ,更にその比率が増加してきている。

第152表 分配国民所得構成の変化
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第153表 分配国民所得の国際比較

五九 また分配国民所得の構成を国際的に比較してみると,一九五二年(昭和二七年)で勤労所得の占める比
率は日本では月六・四%で,米国の六五・六%,英国の五六・八%,また同じ敗戦国たる西ドイツの六三・
五%を下廻つているが,これは,わが国の雇用者の全就業者に対する割合が極めて少ないことに基くもので,
したがつて,全就業者一人当りの所得に対する雇用者一人当りの所得の比率では,日本は米国,英国及び西ド
イツと比較してかなり高いことになる(第一五三表参照)。
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五   勤労者の生活状態
(四)   国民所得の面からみた勤労者の生活
(2)   個人所得及び個人支出

六〇 つぎに,勤労所得や個人業主所得,個人賃貸料所得,個人利子所得等全個人が受取る所得とその支出状
況についてみると,二八年の個人所得は,五兆五,三二六億川で前年より一六・四%増加しており,そのうち
六・八%は租税等の負担額となり,残り五兆一,五四四億円が個人の可処分所得となつている。可処分所得
のうち個人消費支出に廻つた分は八三・七%の四兆三,一一七億円で,前年とくらべると一九・五%増であ
る。

六一 なお,これを戦前と比較すると,個人税及び税外負担の構成比率は戦前の四・〇%に対し,戦後は次第
に軽減の方向を辿りつつはあるが,二八年においてたお六・八%であり,可処分所得に対する個人消費支出
と貯蓄の割合は,戦前の八五対一五に対し,二八年は八四対一六とほぼ同一比率となつている(第一五四表参
照)。

第154表 個人所得とその支出状況
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六二 次に社会保障的給付として個人の生活水準にプラスとなるものに振替所得があるが,この振替所得は
個人所得の三・三%に当り,戦前から戦後にかけて増加してきている(第一五五表参照)。

更に,個人消費支出には含まれないが,個人の生活にプラスとなる公衆衛生及び医療並びに社会福祉(保健
所,伝染病予防,結核予防,児童保護,身体障害者保護,公益質屋等々に要する経費)等の政府支出がある(第一
五六表参照)。

六三 これを一般会計予算に占める社会保障関係国庫負担額の比率によつてみると二三年度の三・〇%か
ら逐年一貫して増加し,二八年度には一二・五%に達している。

なお,この社会保障関係経費の国庫負担分のほかに地方負担分もあるので,これを含めれば若干変つてく
る。

六四 次に個人消費支出を国一民一人当りに換算してみると,第一五七表のごとく,二八年は戦前の一〇七・
五%となつており,家計調査から算出した第一五八表の綜合国民消費水準(二八年で一〇八・八%)とほぼ同
一の水準にある。なお両調査による消費水準は,家計調査では全国世帯中の一部標本世帯の実績から算出
しているのに対し,国民所得統計による分は主として間接的資料を使用して全国民的なものを推計してい
るので,両調査による消費水準の性格は若干相違している。

第155表 振替所得の推移
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第156表 社会保障関係費の国庫負担額の推移

第157表 実質国民消費水準の推移
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五   勤労者の生活状態
(五)   物資供給状況からみた国民生活の状態

六五 最後に,勤労者生活の二八年における動向を物量供給の面からうらづけてみよう。すなわち経済審議
庁の生産指数によつて,非耐久財生産の動きを,さらに生活物資供給量については同じく経済審議庁の国民
一人当り生活物資供給量を用いてながめてみよう。

六六 総括の項でみたように,二八年は製造業生産指数で約一三・五%の増加をみたが,これを耐久財,非耐
久財別にみると,耐久財でも二一・八%増と極めて大巾な生産増をみせているが,一方,非耐久財は二八年で
は二七年に対し二三・〇%増と耐久財指数の上昇率を更に上廻つた増加となつた。

第158表 国民消費水準の動向

六七 そこでこれを部門別にみると,印刷出版関係の三五・九%増が最も高く,また,これと関連する紙及び
類似品でも三〇・○%の増加で,二七年における増加率を倍近く上廻つている。

なお,食料品では一八・六%増と,これも二七年の増加率九・六%を倍近く上廻り,紡織,衣服及び身積り品,
煙草もそれぞれ一五・五%,六・〇%,四・五%の増加となつていて,一般的にいつて生産の動きは国民消費
の向上を反映して好調だつたといえる(第一五九表参照)。

六八 つぎに国民一人当り生活物資供給量について戦前との比較をしてみよう。前述の生産の顕著な増加
に加え,二八年における著しい輸入増加を反映して国民一人当り生活物資供給量は戦前の二〇・八%と二
七年を七・九%上廻つている(第一六〇表参照)。
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六九 費目別では,二八年において最高は雑費の三二・六%であり,ついで光熱の二九・一%,被服の二四・
八%,住居の一〇四・〇%の順となつているが,一方食料は九八・二%と僅かながらいまだ戦前水準に復帰
していない。

第159表 産業別生産指数の対前年比

食料の回復率は最も鈍くなつているが,主食,非主食別にみると,非主食では一〇四・〇%と戦前水準を若干
上廻つているのに反して,主食は九〇・六%と一割近く戦前を下廻つている。
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なお,この供給量指数が前述の消費水準指数と合しないのは,生活様式の差異や工場商店等在庫の増減分の
調整が資料の関係上充分に行われていないことなどのためである。

第160表 国民一人当り生活物資供給量指数の推移
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